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コード番号      ５ ６ ３ ２ 本社所在都道府県
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中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 22日
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１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)連結経営成績  　(百万円未満切捨て）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 40,331 △ 8.4 1,057 △ 59.0 422 △ 68.7
12年 9月中間期 44,008      - 2,578      - 1,349      -
13年 3月期 91,339 4,876 2,970

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円     銭 円　　銭

13年 9月中間期 409 △ 48.8 2.85 -
12年 9月中間期 800      - 5.56 -
13年 3月期 1,708 11.87 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期         △26 百万円   12年 9月中間期         △27 百万円   13年 3月期        △109 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期   143,999,392 株　　　12年 9月中間期   143,998,801 株　　　13年 3月期   143,998,913 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％          円 銭

13年 9月中間期 127,079 17,603 13.9 122.25
12年 9月中間期 134,808 18,002 13.4 125.02
13年 3月期 134,156 19,009 14.2 132.01
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期   143,999,350 株　　　12年 9月中間期   143,999,210 株　　　13年 3月期   143,999,434 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 3,043 716 △ 2,961 10,428
12年 9月中間期 3,040 △ 755 △ 3,609 10,494
13年 3月期 5,842 △ 2,034 △ 6,042 9,641

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  16　社  　 持分法適用非連結子会社数　0　社 　  持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社 　 （除外）0　社  　 　　持分法（新規）0　社 　 （除外）　0　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 82,000 800 800
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     5 円 56 銭 



   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況

製   品

菱鋼商事(株）  ※１

原材料

特殊鋼鋼材事業

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 商品･原材料

原 当
材

料

北海製鉄(株)  ※２  

製   品

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品

ば ね 事 業 MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

PRECISION SPRINGS CEBU,INC.    ※１

PRECISION SPRINGS MANILA,INC. ※１

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製   品

冷間鍛造(株）  ※１ 製   品

製   品

三菱長崎機工(株)  ※１ 製   品

機器装置事業

（株）ダイヤカーポート     ※１

菱機パイプコンベヤ(株）  ※１

社
菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

その他の事業 菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社
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経  　営　  方　  針

［機器装置事業］

経  　営　  成　  績

21世紀を迎え、企業を取り巻く環境は一層厳しいものとなりつつあります。

当グループは、このような環境下において「黒字体質の定着」を目指し、構造

改革の遂行に努め各事業ごとに収益の改善に取り組んでおります。各事業ごと

の重点施策は以下のとおりです。

［特殊鋼鋼材事業］

製造子会社である三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社の再建計画の完遂に努めると

ともに、更なる合理化に取り組んでまいります。

［ ばね事業 ］

主要顧客である自動車業界の経営のグローバル化に対応するため品質、性能、

技術力はもとよりコスト面においても優位性を保つべく更なる強化を図ってま

いります。また、非自動車分野につきましては精密ばね等の複合品の開発・販

売を拡大し、当社の将来の柱とするため強化してまいります。

［素形材事業］

機械加工の増強、精密鋳造・精密鍛造の付加価値向上に力を入れ、設備の特

徴を生かした製品の開発・拡販を製販一体となって推進いたします。

厳しい事業環境のなか、製品の選択と集中を強化し、更なるコスト低減と製

販一体となった受注活動により、売上げの確保に努めてまいります。

また，三菱製鋼グループとしての競争力を強化するため、国内外の子会社を

含めたグループ全体で「事業の選択と集中」を推進し、グローバルな連結経営

体制を確立いたします。グループ一丸となって業務の効率化や積極的な販売活

動を推進するほか、一層の原価低減や新製品・新技術の開発等に努め、経営基

盤の強化に邁進する所存であります。

利益配当につきましては、会社経営の最重要事項の一つと認識し、収益力の

向上に向けて体質強化を図り、長期的に安定した利益還元に努める所存であり

は急速に悪化いたしました。

ます 。

当上半期におけるわが国の経済は、米国・アジア経済の減速による輸出の減

少やＩＴ関連需要の落ち込みを背景に設備投資が減少に転じるとともに、個人

消費につきましても雇用情勢・所得環境の厳しさから低迷を続けるなど、景気
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た。

当グループ関連業界におきましては、主要需要先である自動車業界では、国

内販売はほぼ前年並みであったものの、米国・欧州向けを中心に輸出が減少し

たため、生産台数は若干の前年割れとなりました。また，建設機械業界では、

公共工事、住宅投資、設備投資の減少や米国経済の減速等により、国内外の需

要は引き続き低迷いたしました。

このような情勢下におきまして、当グループといたしましては各事業におい

て構造改革を推進してまいりました。具体的には、特殊鋼鋼材事業においては

製造子会社である三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社の再建計画の遂行、ばね事業に

おいては生産拠点の集約によるコスト競争力の強化並びに精密ばね等の複合品

の新分野開拓と開発・販売の拡大、素形材事業においては原価低減・製品の高

付加価値化等それぞれの部門で企業体質の強化に努めてまいりました。

しかしながら、当上半期の売上高につきましては、主要需要先の減産の影響

を受け特殊鋼鋼材事業及びばね事業が減収となったことにより、全体で403億

３千１百万円と前年同期と比べ8.4％の減収となりました。

損益面におきましては、各部門において収益改善に努めましたが、三菱製鋼

室蘭特殊鋼株式会社の損失の拡大等もあり、経常利益は４億２千２百万円にと

どまりました。また，千葉県市川市所在の千葉製作所市川工場用地の売却益等

固定資産処分益19億３千９百万円及び投資有価証券売却益５億１千２百万円

を特別利益に計上するとともに、平成７年に売却した旧東京製作所跡地（東京

都江東区）関連の固定資産処分損７億６百万円の追加引当及び市川工場用地売

却に伴い、同工場設備を市原市所在の千葉製作所に集約するための費用５億７

千６百万円並びに投資有価証券評価損５億８千１百万円を特別損失としてそれ

ぞれ計上いたしました。更に法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額

を計上しました結果、中間純利益は４億９百万円と前年同期を下回りました。

当社の中間配当につきましては、当社を取り巻く厳しい事業環境を勘案し、

見送らせていただくことといたしました。

セグメント別の状況につきましては以下のとおりです。

業全体の売上高は118億３千１百万円と前年同期比18.4％の減収となりまし

［特殊鋼鋼材事業］

自動車・建設機械の主要顧客向けの需要の落ち込みにより、国内販売は大幅

に減少いたしました。一方輸出につきましては、東南アジア向けを中心に増加

いたしましたが国内販売の減少分を補うには至らず、その結果、特殊鋼鋼材事
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収となりました。

［機器装置事業］

［その他の事業］

［ ばね事業 ］

自動車用巻ばね及び板ばねは、主要顧客向けの需要減少により売上げが減少

いたしました。建設機械部品は、タイヤプロテクターのトンネル工事向けの増

加等がありましたものの、新車向け主力製品が低迷いたしましたため売上げは

減少いたしました。精密ばねは、新分野開拓と拡販努力により売上げが増加い

たしました。その結果、ばね事業全体としての売上高は131億９千９百万円と

前年同期比13.5％の減収となりました。

［素形材事業］

一般鋳造品及び精密鋳造品は、建設機械・工作機械向けの需要減少分を自動

車向け新製品の拡販等により補ったことにより売上げが増加いたしました。一

般鍛造品及び精密鍛造品は、主要顧客向けの需要が低迷するなか拡販に努めた

ことにより売上げが増加いたしました。磁気製品は、ＯＡ機器・モーター業界

向けの需要が低迷しましたため売上げが減少いたしました。粉末製品は、自動

車業界向けの需要が低迷しましたため売上げが減少いたしました。その結果、

素形材事業全体としての売上高は85億１千８百万円と前年同期比6.2％の増

本事業に係る各製品の受注は落ち込みましたが、既受注分の売上げが当期に

計上されましたため、機器装置事業全体としての売上高は55億３千６百万円

と前年同期比5.4％の増収となりました。

その他の事業として流通及びサービス業がありますが、当中間期の売上高は

38億１千８百万円と前期比0.8％の増収となりました。

今後の見通しといたしましては、米国で発生した同時多発テロの影響等によ

り世界情勢の先行きはきわめて不透明であり、国内においてもデフレが進むな

か設備投資・個人消費の低迷が続くなど景気の一層の悪化が懸念され、経営を

込んでおります。

取り巻く環境は非常に厳しい状況にあるものと予想されます。

当グループとしては引き続き構造改革を進め、収益の改善に努めてまいりま

す。平成13年度の業績につきましては、連結売上高 820億円、連結経常利

益８億円、連結当期純利益８億円、期末配当金は１株につき１円 50銭を見
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連   結　 損   益   計   算   書

（ 単位 ： 百万円 ）

                期        別   前 中 間 期 当 中 間 期 前      期

  科       目 ( 12．4～12．9 ) ( 13．4～13．9 ) ( 12．4～13．3 )

売 　          上              高  44,008  40,331 △ 3,677  91,339 

営    業    費    用 (   41,430 ） (   39,273 ） (   2,157 ） (   86,463 ）

      売      上      原      価  35,940  34,263  1,677  75,458 

      販売費及び一般管理費  5,490  5,010  480  11,005 

営    業    利    益  2,578  1,057 △ 1,521  4,876 

営  業  外  収  益 (   137 ） (   245 ） (   108 ） (   656 ）

    受取利息及び配当金  76  86  10  154 

    雑        収       入  61  158  97  501 

営  業  外  費  用 (   1,366 ） (   881 ） (   485 ） (   2,562 ）

    支　　払　　利　　息  869  754  115  1,698 

    持分法による投資損失 27 26 1 109 

    雑       損       失  469  99  370  754 

経    常    利    益  1,349  422 △ 927  2,970 

特   別   利   益 (   442 ） (   2,452 ） (   2,010 ） (   786 ）

    固 定 資 産 処 分 益  0  1,939  1,939  219 

    投資有価証券売却益 421 512  91 545 

    関係会社株式売却益 21 0 △ 21 21 

特   別   損   失 (   828 ） (   1,992 ） (△ 1,164 ） (   1,083 ）

    固 定 資 産 処 分 損  0  706 △ 706  112 

    工  場  移  転  損  失 0 576 △ 576 133 

　　投資有価証券評価損 342  581 △ 239 401 

　  ゴルフ会員権評価損 240  0  240 240 

    関  連  事  業  損  失 39  0  39 127 

    為 　　替 　  差　 　損 206  0  206 68 

    事  業  整  理  損  失 0  128 △ 128 0 

税金等調整前中間(当期)純利益  964  882 △ 82  2,672 

法人税、住民税及び事業税 1,213 1,057 156 1,683 

法  人  税  等  調  整  額 △ 1,269 △ 792 △ 477 △ 1,217 

少   数   株   主   利   益 218 207 11 497 

中  間 （当 期） 純  利  益  800  409 △ 391  1,708 

増     減
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連　 結 　貸   借   対   照   表

（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

     期    別 前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

     科    目 （１２．９．３０） （１３．３．３１） （１３．９．３０）

（ 資　産　の　部 ）

流       動       資       産 54,024 54,343 52,889 △ 1,454 

現 金 預 金 11,015 10,124 10,879 755 

受取手形及び売掛金 25,549 27,300 21,925 △ 5,375 

有 価 証 券 59 59 59 0 

た な 卸 資 産 15,216 14,892 14,719 △ 173 

繰 延 税 金 資 産 551 628 2,666 2,038 

そ の 他 1,743 1,443 2,709 1,266 

貸 倒 引 当 金 △ 111 △ 105 △ 71 34 

固       定       資       産 80,783 79,813 74,190 △ 5,623 

   有  形  固  定  資  産 56,280 55,657 53,496 △ 2,161 

建 物 及 び 構 築 物 17,362 17,099 16,757 △ 342 

機械装置及び運搬具 31,807 30,324 28,817 △ 1,507 

土 地 6,384 7,325 6,986 △ 339 

建 設 仮 勘 定 109 351 385 34 

そ の 他 616 556 549 △ 7 

   無  形  固  定  資  産 513 469 442 △ 27 

   投 資 そ の 他 の 資 産 23,990 23,686 20,251 △ 3,435 

投 資 有 価 証 券 15,881 15,266 11,974 △ 3,292 

長 期 貸 付 金 633 773 1,018 245 

繰 延 税 金 資 産 925 843 813 △ 30 

そ の 他 6,727 7,087 6,711 △ 376 

貸 倒 引 当 金 △ 177 △ 283 △ 267 16 

資 産 合 計 134,808 134,156 127,079 △ 7,077 
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連 　結　 貸   借   対   照   表

（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

期    別 前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

    科    目 （１２．９．３０） （１３．３．３１） （１３．９．３０）

（ 負　債　の　部 ）

流       動       負       債 81,389 86,115 84,550 △ 1,565 

支払手形及び買掛金 18,745 20,130 16,651 △ 3,479 
短 期 借 入 金 56,152 54,140 55,956 1,816 
未 払 法 人 税 等 871 567 749 182 
繰 延 税 金 負 債 1 1 1 0 
未 払 消 費 税 等 280 429 105 △ 324 
固定資産処分損引当金 6,348 6,663 315 
そ の 他 5,337 4,497 4,423 △ 74 

固       定       負       債 34,021 27,311 23,163 △ 4,148 

長 期 借 入 金 21,009 20,915 16,565 △ 4,350 
繰 延 税 金 負 債 3,943 3,863 4,045 182 
退 職 給 付 引 当 金 1,507 1,479 1,725 246 
役員退職慰労金引当金 224 268 226 △ 42 
固定資産処分損引当金 6,364 0 

 そ の 他 972 784 600 △ 184 

負 債 合 計 115,410 113,427 107,714 △ 5,713 

( 少 数 株 主 持 分 )

少   数   株   主　　持    分 1,394 1,720 1,761 41 

（ 資　本　の　部 ）

資             本             金 7,200 7,200 7,200 0 

資     本     準     備     金 893 893 893 0 

連     結     剰     余     金 8,471 9,379 9,571 192 

その他有価証券評価差額金 2,496 2,262 873 △ 1,389 

△ 1,058 △ 725 △ 934 △ 209 

資 本 合 計 18,002 19,009 17,603 △ 1,406 

負債、少数株主持分
及び資本合計

△ 7,077 

為 替 換 算 調 整 勘 定

134,808 134,156 127,079 
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連　結　剰　余　金　計　算　書

 （ 単位 ： 百万円 ）

期　　　別　　　 前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

　科　　　目 （ 12.4～12.9 ） （ 13.4～13.9 ） （ 12.4～13.3 ）

連  結  剰  余  金  期  首  残  高 7,670 9,379 7,670 

連  結  剰  余  金  減  少  高 ( 0 ) ( 217 ) ( 0 )

配 当 金 0 215 0 

役 員 賞 与 0 1 0 

800 409     1,708 

連結剰余金中間期末（期末）残高 8,471 9,571 9,379 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
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連結キャッシュ・フロー計算書

（ 単位 ： 百万円 ）
                期        別   前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

  科       目 ( 12．4～12．9 ) ( 13．4～13．9 ) ( 12．4～13．3 )

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益  964  882 △ 82  2,672
減価償却費  2,511  2,421 △ 90  5,038
貸倒引当金の増減額  2 △ 47 △ 49   14
受取利息及び受取配当金 △ 76 △ 86 △ 10 △ 154
支払利息  869  754 △ 115  1,698
為替差損益  52 △ 17 △ 69  12
持分法による投資損益  27  26 △ 1 109
投資有価証券売却益及び評価損 △ 100  48  148 △ 164
固定資産処分損益  18 △ 1,217 △ 1,235 △ 4
関連事業損失、工場移転損失及び事業整理損失  39  634  595 176
ゴルフ会員権評価損  240  0 △ 240 240
売上債権の増減額 △ 272  5,334  5,606 △ 3,151
たな卸資産の増減額 △ 311  146  457  41
仕入債務の増減額  2,930 △ 3,454 △ 6,384  4,428
その他 △ 136 △ 375 △ 239  127
      小　　　　　　計  6,759  5,050 △ 1,709  11,084
利息及び配当金の受取額  79  84  5  157
利息の支払額 △ 886 △ 753  133 △ 1,699
有形固定資産の処分による支払額  0 △ 467 △ 467  0
法人税等の支払額 △ 2,912 △ 869  2,043 △ 3,700
営業活動によるキャッシュ・フロー  3,040  3,043  3  5,842

    

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額  35  31 △ 4  73
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 456 △ 90  366 △ 515
有価証券及び投資有価証券の売却による収入  519  97 △ 422  853
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 848 △ 1,369 △ 521 △ 2,613
有形固定資産の売却による収入  16  2,310  2,294  352
貸付けによる支出 △ 35 △ 278 △ 243 △ 362
貸付金の回収による収入  13  16  3  178
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 755  716  1,471 △ 2,034

    

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  1,330  33 △ 1,297  1,402
長期借入れによる収入  696  0 △ 696  2,896
長期借入金の返済による支出 △ 5,442 △ 2,553  2,889 △ 9,903
長期未払金の返済による支出 △ 200 △ 185  15 △ 386
少数株主への株式の発行による収入  24  0 △ 24  24
配当金の支払額  0 △ 176 △ 176  0
少数株主への配当金の支払額 △ 17 △ 79 △ 62 △ 75
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,609 △ 2,961  648 △ 6,042

    

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 8 △ 11 △ 3  49
Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 △ 1,332  787  2,119 △ 2,185
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  11,826  9,641 △ 2,185  11,826
Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  10,494  10,428 △ 66  9,641 

増     減
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【 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 】

1．連結の範囲

連   結   子   会   社     16社、 三菱製鋼室蘭特殊鋼 (株)
三菱長崎機工(株)　　　　
プレシジョンスプリング（株）
PRECISION SPRINGS CEBU,INC.
PRECISION SPRINGS MANILA,INC.
MSM CANADA INC.、MSM US INC.
MSM ( THAILAND ) CO.,LTD. 　　　  ほか　8社

2．持分法の適用

持 分 法 適 用 会 社       2社、 北海製鉄（株）   
MERITOR SUSPENSION SYSTEMS

         HOLDINGS UK LIMITED

3．連結子会社の中間決算日等

連結子会社16社の中間決算日は、中間連結決算日と同一である。

4．会計処理基準

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
有    価    証    券   
　　　そ の 他 有 価 証 券
                  時価のあるもの … 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主
として移動平均法により算定）

                  時価のないもの … 移動平均法による原価法
た  な  卸   資   産    …   主として後入先出法による原価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産… 主として定額法
無 形 固 定 資 産… 定額法

(3)重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金…一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

   定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
   見込額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金…従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付
　 債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において
   発生していると認められる額を計上している。
   会計基準変更時差異( 6,956百万円)については、15年間で
   償却している。
   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務
   期間以内の一定の年数（10～12年）による定額法により翌期
   から費用処理している。

固定資産処分損引当金…固定資産の廃止及び処分に備えて、除却損失及び処分費用
   を見積りにより計上している。
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(4)重要なリース取引の処理方法
　　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につ
　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(5)消費税等の会計処理方法
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

5．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 （現金及び現金同等物） は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

【 連結損益計算書注記 】
（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前         期

(12.4～12.9) (13.4～13.9) (12.4～13.3)

固 定 資 産 処 分 益 土地他の処分益 1,939 土地の処分益 219

固 定 資 産 処 分 損 機械装置他の処分損 706 機械装置他の処分損 112

【 連結貸借対照表注記 】
（ 単位 ： 百万円 ）

前中間期末 当中間期末 前   期   末

(12.9.30) (13.9.30) (13.3.31)

減 価 償 却 累 計 額

受 取 手 形 割 引 高

保 証 債 務 等

【 連結キャッシュ・フロー計算書注記 】

１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

　　の関係
（ 単位 ： 百万円 ）

前中間期末 当中間期末 前   期   末

(12.9.30) (13.9.30) (13.3.31)

現 金 預 金 勘 定

預入期間が３ヶ月を
超 え る 定 期 預 金

現金及び現金同等物

42,872     43,131     43,643     

399     815     1,109     

2,081     1,704     1,838     

11,015     10,879     10,124     

△  521     △  451     △  483     

10,494     10,428     9,641     
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 リ    ー    ス    取    引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

(1)前中間期 (取得価額) (減価償却累計額) (中間期末残高)

機械装置及び運搬具 6,575 百万円 3,918 百万円 2,656 百万円

そ の 他 877 526 350

計 7,452 4,444 3,007

(2)当中間期 (取得価額) (減価償却累計額) (中間期末残高)

機械装置及び運搬具 4,843 百万円 2,869 百万円 1,974 百万円

そ の 他 709 471 237

計 5,553 3,340 2,212

(3)前 　  期 (取得価額) (減価償却累計額) (期末残高)

機械装置及び運搬具 6,605 百万円 4,260 百万円 2,344 百万円

そ の 他 766 468 297
計 7,371 4,729 2,641

2. 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

（前 中 間 期 末） （当 中 間 期 末） （前　　期　　末）

１ 年 内 950 百万円 667 百万円 810 百万円

１ 年 超 2,285 1,716 2,032

計 3,236 2,384 2,842

3. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（前 中 間 期）　　 （当 中 間 期）　　 （前　　　　期）　　  

支 払 リ ー ス 料 583 百万円 547 百万円 1,163 百万円
減価償却費相当額 492 466 981
支 払 利 息 相 当 額 71 51 134

4. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

5. 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

は利息法によっている。
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セ　 グ 　メ　 ン 　ト 　情 　報

1． 事業の種類別セグメント情報

　 前中間期 （平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで） （ 単位 ： 百万円 ）

鋼 材ば ね素 形 材機器装置その他の 消 去 又

事 業事 業事 業事 業事 業 は 全 社

売 上 高

外部顧客に対する
売上高 13,401  15,177  7,903  5,175  2,350  44,008  44,008  

セグメント間の
内部売上高 1,107  89  115  76  1,437  2,824  (2,824)  0  
計 14,508  15,266  8,019  5,251  3,787  46,833  (2,824)  44,008  

営 業 費 用 14,340  13,864  7,204  4,909  3,748  44,067  (2,637)  41,430  

営 業 利 益 167  1,402  814  342  38  2,765  (187)  2,578  

　 当中間期 （平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで） （ 単位 ： 百万円 ）

鋼 材ば ね素 形 材機器装置その他の 消 去 又

事 業事 業事 業事 業事 業 は 全 社

売 上 高

外部顧客に対する
売上高 10,897  13,109  8,385  5,501  2,438  40,331  40,331  

セグメント間の
内部売上高 934  90  133  34  1,380  2,573  (2,573)  0  
計 11,831  13,199  8,518  5,536  3,818  42,905  (2,573)  40,331  

営 業 費 用 12,780  12,296  7,569  5,369  3,838  41,855  (2,581)  39,273  

営 業 利 益 △ 948  903  948  167  △ 20  1,050  7  1,057  

　 前　期 （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （ 単位 ： 百万円 ）

鋼 材ば ね素 形 材機器装置その他の 消 去 又

事 業事 業事 業事 業事 業 は 全 社

売 上 高

外部顧客に対する
売上高 27,095  30,489  16,219  12,838  4,697  91,339  91,339  

セグメント間の
内部売上高 2,183  196  302  102  2,941  5,726  (5,726)  0  
計 29,278  30,686  16,521  12,941  7,638  97,066  (5,726)  91,339  

営 業 費 用 29,292  28,130  14,597  12,278  7,530  91,829  (5,366)  86,463  

営 業 利 益 △ 14  2,555  1,924  662  108  5,236  (360)  4,876  

2．所在地別セグメント情報
　　 前中間期、当中間期及び前期において、全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいず
　　 れも90％を超えているため、記載を省略している。

3．海 外 売 上 高
　　 前中間期、当中間期及び前期において、海外売上高はいずれも連結売上高の10%未満のため、記
　　 載を省略している。

計 連 結

計 連 結

計 連 結
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(注) 1． 事業区分の方法

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の事業部門

及び連結子会社の事業内容を基礎として決定した。

2． 前記の事業区分に属する主要な製品

事 業 区 分 主　　　要　　　製　　　品　　　名

棒鋼 （構造用合金鋼 ・機械構造用炭素鋼 ・ばね鋼 ・工具鋼 ・非調質

鋼 ・快削鋼ほか） 、鋼材加工品

板ばね、巻ばね、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ､ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ､

精密ばね、超合金ばね、精密組立部品、ｺｲﾙﾄﾞｳｪｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、

各種自動車部品･用品、ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｸﾞﾛｰｻｰﾊﾞｰ、

ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

一般鋳造品 、精密鋳造品、各種金型及び同素材、

精密機械加工品、一般鍛造品、冷間 ・温間精密鍛造品、特殊合

金素材及び同加工品、永久磁石 （鋳造 ・圧延） 、磁石応用部品、

特殊合金粉末、同微粉末

防振 ・防音 ・免震 ・制振装置、遮音 ・制振材、粘弾性ﾀﾞﾝﾊﾟｰ、磁気応

機 器 装 置 事 業 用選別 ・分別装置、各種選別ｼｽﾃﾑ ・ ﾌﾟﾗﾝﾄ、電磁石 ・ 磁場装置､

計装機器、搬送ｼｽﾃﾑ、鉄構品、産業機械

そ の 他 の 事 業 海上運送、貨物自動車運送、倉庫   ほか

3． 配賦不能営業費用の内訳

　　前中間期及び前期における営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営

　　業費用の金額はそれぞれ 177百万円、358百万円であり、総務部門の費用の一部である。

　　なお、当中間期における営業費用はすべて各セグメントに配賦している。

鋼    材    事    業

ば    ね    事    業

素  形  材  事  業
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有     価     証     券

１．その他有価証券で時価のあるもの
（ 単位 ： 百万円 ）

２．時価のない主な有価証券
（ 単位 ： 百万円 ）

その他有価証券

非上場株式
（店頭売買株式を除く）

非公募の地方債券

合            計

デ  リ  バ  テ  ィ  ブ  取  引

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

種 類
(平成12年9月30日) (平成13年9月30日) (平成13年3月31日)

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額 取得原価
連結貸借
対 照 表
計 上 額

差   額

株 式 5,447 9,799 4,351 4,542 6,050 1,508 5,368 9,302 3,934 

債 券 62 63 1 62 63 1 62 63 1 

そ の 他 28 21 △ 6 12 9 △ 2 12 12 0 

合 計 5,538 9,884 4,345 4,617 6,123 1,506 5,443 9,378 3,935 

区 分
前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

5,938 5,893 5,929 

17 17 17 

そ の 他 100 

6,056 5,911 5,947 

ヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。
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